
経理担当者向け研修資料
令和７年度地域活動推進費・地域防犯灯維持管理費補助金について

青葉区地域振興課地域活動係

各種申請様式の記入方法など、
より詳しい内容はそれぞれの
「手引き」を参照してください。
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地域活動推進費補助金

「令和７年度地域活動推進費補
助金事務の手引き」を参照し
てください。



自治会町内会及び地区連合自治会が行う公益的活動（事務費・事業費）に対して

交付する補助金のこと

1.地域活動推進費補助金とは？

【注意】この補助金は自治会町内会の活動の一部を支援する制度です。

補助対象にならない経費があるので、注意してください。

他の補助金を利用している経費は、この補助金を重複して利用することはできません。

*どんな経費が補助対象になるのか？

自治会町内会・地区連合自治会が実施する活動に係る経費

（例：環境美化、防災・防犯、社会教育、レクリエーション、文化活動等）

各種団体への会費・分担金、会議費、事務費 など

【地活費手引き１ページ参照】



• 会議費（資料作成経費、事務費、人件費など）

• 会館関係（借上費、光熱水費、火災保険料等）

• 環境美化活動

• 防犯活動経費

• 防災活動経費（町の防災組織活動費補助金などの

他の補助金を活用していない費用）

• 子ども会、レクリエーション、文化活動などの開催費

• 連合自治会や各種協会への分担金など

2.補助対象経費／補助対象外経費の一例

• 祝金（入学、成人、敬老など）、香典、見舞金、募金

• 事業費で支出する金券類（クオカード、子ども会プレゼ

ント用の図書カードなど）

• 懇親会、忘年会、新年会の開催費

• 区役所へ返還した余剰金

• 積立金、予備費等

• 他の補助金を使って実施した事業費や購入品費

※補助金の二重補助禁止

補助対象〇 補助対象外×

消防団の活動は市の事業として予算化されているため、自
治会から消防団への分担金は補助対象外です。
その他の具体例は、手引き25ページを参照してください。
判断に迷った場合は地域振興課にご相談ください。

【地活費手引き１,25ページ参照】



3.補助金関連書類提出の年間スケジュール

各種書類は下表のとおり提出してください。
なお、補助金の実績報告書、交付申請書は６月末までに提出してください。
実績報告書の内容審査の結果、余剰金があるときは（区役所から交付された金額より使用した金額が小さいとき）は、
差額を区役所に返還していただきます。

書類内容 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月

現況届

依頼

4/10
提出〆

【随時】４月に提出した届出内容に変更が生じたときは、地域振興課に連絡して
ください。口座振替依頼書

６年度補助金
実績報告書※ 申請期間

（6/30申請〆）

書類審査後、補助金額
確定通知書等を送付

７年度補助金
交付申請書

書類審査後、補助金交
付決定通知等を送付

請求書受理後、
随時入金 ※

※前年度（令和６年度）の実績報告書の審査が完了するまでは、令和７年度の補助金は交付できません。
また、余剰金が生じていた場合は、その返還手続きが確認できるまで令和７年度の補助金は交付されません。

書類提出が締切日に
間に合わないときは、
必ず地域振興課にご
連絡ください。



4.書類提出から審査・入金までの流れ

時期 自治会・町内会 区役所（地域振興課）

６月末〆

7～9月下旬
（随時）

審査結果書
類等受領後

随時

Ｒ６年度補助金実績報告書作成
Ｒ７年度補助金交付申請書作成

審査結果等の受領
・Ｒ６補助金額確定通知書
・Ｒ７補助金交付決定通知書
・請求書
（◆余剰金がある場合）
・返還請求書／納付書兼領収書

請求書類の作成
・必要事項を記入した請求書
・Ｒ７補助金交付決定通知書のコピー
（◆余剰金がある場合）
・返還済の納付書兼領収書のコピー

入金確認

書類審査

審査結果等の作成／発送準備
・Ｒ６補助金額確定通知書
・Ｒ７補助金交付決定通知書
・請求書
（◆余剰金がある場合）
・返還請求書／納付書兼領収書

書類審査・振込手続き

口座情報に不備がなければ、
区役所が請求書を受理してか
ら30日以内に入金されます。

区役所からの入金連絡はありません。

提出

郵送

郵送

入金

【地活費手引き１ページ参照】



１ 令和６年度実績報告書
① 実績報告書（６号様式）
② 事業報告書（年間活動内容がわかる資料。総会資料で代用可能）
③ 収支決算書（補助対象経費がわかる様式であれば、総会資料でも代用可）
④ 領収書等のコピー（１件10万円以上の場合）
⑤ 見積書等のコピー（１件100万円以上の場合）

２ 令和７年度交付申請書
① 交付申請書（第１号様式）
② 事業計画書（年間活動予定がわかる資料。総会資料で代用可能）
③ 収支予算書（補助対象経費がわかる様式であれば、総会資料でも代用可）
④ 自治会規約（令和６年度中に規約に変更があった自治会のみ提出）

３ 地域防犯灯維持管理費補助金【地域防犯灯維持管理費補助金のみを申請する場合】
① 交付申請書（第１号様式）
② 令和７年４月分の電気料金領収書等のコピー
③ 令和７年４月分の電気料金集約分内訳表のコピー

5.提出書類一覧

地域防犯灯維持管理費補
助金のみ申請する場合は、
事業計画書や収支予算書
は提出不要です。

前年度に地域活動推進費
補助金を申請した自治会
は、必ず実績報告書の提
出が必要です。



6.令和６年度実績報告書について

実績報告書（第６号様式）に記載する申請金額等の算出方法について

１ 補助金交付額

区から交付された地域活動推進費補助金額を記入

２ ① 自治会町内会の場合
… 補助対象経費合計額×1/3

② 地区連合自治会町内会の場合
…｛（補助対象経費合計額-12万円）×1/3 ｝ ＋12万円

※２の報告金額は、１円未満切捨て

３ 余剰金
上記の「１ー２（①または②）」の金額が0円以上になった場合は、区役所に余剰金として返還いただきます。
後日区役所から届く案内に従って返還してください。

【例】自治会町内会:交付金額が7万円（700円×加入世帯数100世帯）、補助対象経費合計が23万の場合

７万-23万×1/3＝-6,666.666…円 交付額より経費が上回っているので余剰金はないので「０円」とする。

「自治会町内会」の場合と、
「連合自治会」の場合で余剰金
の算出方法は異なります。
（左記の２の計算式が異なる）
詳しい計算方法は、手引き４
ページを参照ください。

【地活費手引き４ページ参照】



7.令和７年度交付申請書について

交付申請書（第１号様式）に記載する申請金額の算出方法について
自治会町内会、地区連合自治会町内会それぞれ、
次のＡ、Ｂの低い金額が交付申請金額になります。（※申請金額は10円未満切捨て）

①自治会町内会の場合

Ａ 900円×加入世帯数 または Ｂ 補助対象経費×1/3

②地区連合自治会町内会の場合

Ａ（170円×加入世帯数＋5万円）＋12万円

Ｂ｛ (補助対象経費合計－12万円)×1/3 ｝＋12万円

令和７年度から、単会の加入世
帯あたりの単価が700円から
900円に増額されました

【地活費手引き１3ページ参照】



8.【参考】補助金関連書類

①現況届
②口座振替依頼書について



令和７年４月１日時点の加入世帯数を記入

補助金の算出根拠に、現況届で申告された「加入世帯数」を使用します。

以下の①～③で申告する加入世帯数は全て同数にしてください。

①「現況届で申告する加入世帯数」

②「補助金交付申請書に記載する加入世帯数」

③「連合自治会に申告する加入世帯数」

①現況届～作成時の注意点～

連合自治会が把握している加入世帯数と、現況届で申
告される加入世帯数が一致しないケースが毎年多発し
ています。
それぞれの補助金金額の算出根拠になるので、必ず両
者の数字は一致させてください！

【地活費手引き１4ページ参照】



補助金を入金する口座情報を記入

振込口座情報に誤りがあると補助金は入金できないため、下記①～③について

ご注意ください。

①銀行に登録している正しい口座名義を通帳表紙裏（またはWEB通帳）で

確認してから記入してください。

②口座名義が「自治会名」「自治会名＋会長名」以外の場合は、委任欄に

会長の署名と会長個人印での押印が必要です。

③シャチハタは不可です。朱肉の印鑑で押印してください。

②口座振替依頼書～作成時の注意点～

【委任欄の書き方】
例：代表者が「あいうえお自治会 会長 横浜太郎」の場合

口座名義が「あいうえお自治会」「あいうえお自治会 会長横浜
太郎」の場合は委任欄への記入は不要。「あいうえお自治会 会計
横浜花子」等の場合は委任欄への署名、押印が必要です。

【地活費手引き23ページ参照】



地域防犯灯維持管理費補助金

※補助金交付要件を満たした
地域防犯灯を所有する自治会町内会
のみ対象

「令和７年度地域防犯灯維持管
理費補助金申請の手引き」を
参照してください。



自治会町内会等が維持管理している「地域防犯灯（公衆用道路を照らすために

設置されたLED照明灯）」の維持管理費を一部補助するために交付する補助金

9.地域防犯灯維持管理費補助金とは？

＊街を明るくして、夜間の犯罪発生を防止し、歩行者の通行の安全を図ることを

目的とした補助制度

（令和７年４月１日時点で設置済の防犯灯に対する補助金）

【防犯灯の手引き１ページ参照】

令和７年度「地域防犯灯維持
管理費補助金」申請の手引き
を参照してください。



10.地域防犯灯維持管理費補助金の申請書について

提出書類

１ 交付申請書（第１号様式）

２ 令和７年４月分の電気料金領収書等のコピー → 電気料金の支払い実績確認のため

３ 令和７年４月分の電気料金集約分内訳表のコピー → 契約灯数確認のため

（契約数が１灯の場合、集約分内訳表は提出不要）

店所番号７０２

予備 5時間通電
割引容量

通電制御型割引

容量又は戸数

1 ○○○○○チョウナイカイ様 26 06809 - 06842 - 6 - 00 0
2 ○○○○○チョウナイカイ様 26 06809 - 06842 - 7 - 00 0
3 ○○○○○チョウナイカイ様 26 06809 - 06842 - 8 - 00 0
4 様

5 様

6 様

7 様

8 様

300W 500W
ミナトチョウ

○－ ○

振替予定月日
月 日

合 計 金 額

○○○○○チョウナイカイ 様
円円円円

合計金額に含まれる再エネ割賦金合計一括前払割引額 合計金額に含まれる消費税等相当額

金 額
(円)

400W

電気料金集約分内訳表令和７年4月分

231-0017 ヨコハマシ ナカク

50    200    400
警その他 金額（円）

ご 使 用 料力 率
右記金額に含まれる

消費税等相当額（円）

16

精算による差額

コ

ー

ド

40W 60W 100W 200W

3

円領収証（振替通知）の

お 支 払 人 氏 名 6 -26 0006809 - 06842 -

地区
番号

合 計

灯・ 機器数

P01
P201
P55

100    300
20        60        200    400  

ご 契 約

管理番号

地区番号

定額電灯の

合 計 精 算 額

定 額 電 灯 （Ｗ） 定 額 機 器 （VA）新お客さま番号（翌月より適用）
ご 契 約 名 義

お 客 様 番 号

種
別

10         40      100     300     500

10  W 20Wご契約口数

8

郵

送

先

ご

住

所

お 客 さ ま 番 号

代表の「お客様番号」は
電気料金等領収証と同じ
番号であること

「令和７年４月分」であること

【防犯灯の手引き6ページ参照】



よくある間違い・よくある質問



①問合せ例１
10万円の防災器材を１個購入した場合、町の防災組織活動費から５万円、地域活動推進費から
５万円をそれぞれ充てることができるか？

→できない。１つの経費に２つの補助金を充てることになるため、二重補助禁止の原則に
基づき不可。１件10万円の支出を分割払い（５万円×２回）した場合も不可。

②問合せ例２
防災訓練を実施日を変えて２回実施した場合、１回目の経費は町の防災組織活動費から、
２回目の経費は地域活動推進費から充てることができるか？

→できる。それぞれの活動を明確に分けることができるため、この場合は二重補助に
該当しない。よってそれぞれの経費をそれぞれの補助金から支出可能。

③問合せ例３
敬老の日のイベントで、お祝い品を購入したが、補助対象になるか？

→ お祝い品が金券類の場合 … 補助対象外
→ お祝い品が物品（文具や消耗品）の場合 … 補助対象

事業費での金券類の支出は補助対象外と定められているため、補助対象外経費として計上し、
自治会費等で賄ってください。

11.よくある質問



① 古い様式で書類を作成していませんか？
令和７年度は様式が変更しています。古い様式は使用できませんので、最新様式を
使用してください。

② 補助対象外経費を誤って補助対象経費で計上していませんか？
「祝い金、金券等」は補助対象外です。計上先が正しいか確認してください。

③ 収支予算書、収支決算書の「収入合計金額」と「支出合計金額」は同額になって
いますか？差額が生じているケースが多数見られます。
予備費や繰越金など、計上漏れしている経費がないか確認してください。

④ 交付申請書に記載した「加入世帯数」と現況届で申告した世帯数は同数になっていますか？
また、地区連合自治会町内会に申告している世帯数と同数になっていますか？
地区連合自治会町内会と自治会町内会が把握している加入世帯数が異なることがあるため、
書類提出前に確認してください。

12.よくある間違い

上記のほか、間違えやす
いポイントについては別
紙「Q＆A集」も参照くだ
さい。



□各種申請様式は、最新版をダウンロードして使用してください。
（令和７年度の様式は過年度から変更になっています）

各種様式や手引きは青葉区連合自治会長会のホームページ（補助金関係の様式掲載）から
ダウンロードできます。

URL：http://www.aobakuren.net/hojyo_chiiki.html

□書類の事前チェックを希望する場合
メールやＦＡＸで下記までお送りください。

メールアドレス（地域振興課）：ao-jichikai@city.yokohama.lg.jp
ＦＡＸ：045-978-2413

□窓口で書類を提出する場合、事前に電話またはメールで日時調整をお願いします。
※複数人で書類を審査するため、１件あたり20分程度確認に時間がかかる場合があります。

アポイントなしの場合や窓口が混雑している場合は一旦書類をお預かりし、修正有無に
ついては後日ご連絡させていただく場合がありますのでご了承ください。

押印不要の書類は、メー
ルでの提出が来庁不要で
便利です。
積極的にご利用ください。

13.その他

http://www.aobakuren.net/hojyo_chiiki.html
mailto:ao-jichikai@city.yokohama.jp
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についてのお問い合わせは下記まで

青葉区地域振興課地域活動係
電話：045-978-2291 FAX：045-978-2413

メールアドレス：ao-jichikai@city.yokohama.lg.jp



○実績報告書・補助申請書
Q A

1
実績報告書や補助申請書の「会長名」は
いつ時点の会長か。

書類の提出日（書類右上の日付）時点の会長名を記入してくださ
い。

2

実績報告書や補助申請書の「所在地」は
どこの住所を書けばいいのか。

会長宅の住所など、自治会町内会の規定で定めがある場合はその
住所を記載してください。
※法人化している場合は、規約に定めている住所を記載。

3

会長が不在（長期入院中）の場合、誰が
申請すればよいか。

自治会町内会の規約等に代理の規定があると思いますので、その
代理者名で報告・申請してください。
※規約を一緒に提出してください。

4

補助申請書に記載する加入世帯数はど
のように算出すればいいのか。

現況届で申告した（令和７年４月１日時点の加入世帯数）を記載し
てください。会費を徴収している世帯数と、会費を減免している世帯
数の合計となります。
※毎年現況届の提出までに世帯数を再点検し、連合自治会に共有
している情報と齟齬がないように注意してください。

5
地区連合の世帯数の算出はどのようにす
ればいいのか。

加入している各単位自治会町内会の世帯数の合計です。各自治会
町内会が申請した世帯数を確認して齟齬がないようにしてくださ
い。

〇実績報告・事業計画関係
Q A

1

行事はすべてを記載する必要があるか。 基本的には全てを記載する必要がありますが、数が多い場合は主
要なものを抜粋して記入してもかまいません。
行事を抜粋する場合、収支決算書・予算書に出てくる項目について
は、必ず記載してください（町内会の活動に対する支出か確認する
ため）。

2

事業報告書・事業計画書の様式が２種類
あるが、どちらを使用してもいいのか。

どちらを使用しても構いません。年間の活動が分かるものであれば
様式は問いません。
※総会資料に事業計画書・報告書のページがあれば、それを添付
してもかまいません。

3

収支予算書・収支決算書の摘要欄はすべ
て記入する必要があるか。

補助対象外経費が含まれているか、領収書の添付が必要かなどを
確認するため、代表的なものはできるだけ記入してください。細かい
経費は最後に「その他」でまとめてください。

〇補助対象経費
Q A

1
会館建設や修繕のための積立金は補助
対象になるか。

積立金は実際に支出されるものではないため、補助対象外です。

2

会館建設補助や防犯灯維持管理費補助
金で賄えなかった分を、地域活動推進費
の補助対象とすることはできるか。

同一団体の同一事業に対する重複補助はできないため、補助対象
外です。

3 会館の耐震診断は補助対象となるか。 会館設備点検費として補助対象となります。

4 固定資産税は補助対象となるか。 補助対象外です。

地域活動推進費・地域防犯灯維持管理費補助金 Q&A集



5
会館の登記費用（登録免許税）は補助対
象となるか。

補助対象です。

6

食糧費は補助対象となるか。 交際費・懇親会費・反省会・打ち上げなどの親睦を目的とした宴席
等の食糧費は補助対象外です。
ただし、事業に直接関係する経費（例えば、会議の際に必要な飲
料、イベントボランティアの弁当代など）であれば補助対象です。

7

敬老（入学、成人等）祝金は、補助対象と
なるか。

祝金（現金、金券）の配布は補助対象外です。

【補足】
住民相互の連帯感を深める行事の中で記念品（物品）を配布する
場合は補助対象です。行事を実施せずに記念品を配布するだけの
場合は補助対象外です。
※見守りを兼ねての個別訪問は行事等に含みます。

8
赤い羽根共同募金や年末助け合い募金
などを自治会費から支出している場合は
補助対象となるか。

募金、寄付金は補助対象外です。
ただし、募金活動のためにかかった事務費用は補助対象経費です。

9

他団体への分担金は補助対象となるか。 地域に対して公益的な活動を行う団体（区社協等）への会費や、共
催・協賛事業への負担金は補助対象です。
（使途が飲食費や慶弔費の場合は補助対象外です。）

10

消防団への分担金は補助対象となるか。 分担金・寄付金含めて補助対象外です。
（消防団の活動経費は、市の事業として消防局からの直接執行さ
れているため）

11
レクリエーション事業としてのバス研修は
補助対象となるか。

補助対象です。ただし、原則、宿泊費は補助対象外です。

12

役員の慰安旅行や宿泊研修にかかる宿
泊費は補助対象となるか。

客観的に公益上必要性が高いとはいえない費用（懇親会費や直接
事業と関連の無い視察・研修費・食糧費等）は補助対象に含めな
いこととしており、宿泊費についてもそれらと切り離すことが難しいこ
とから補助対象です。

13

公園愛護会など別組織の補助金を町内
会の口座で管理しているが、どのように処
理すればいいか。

別組織を対象として交付された経費は町内会の収支に含めないの
が望ましいですが、含めて管理している場合は、収入は補助金とし
て計上し、支出は補助事業費欄に記入し明確に区分けしてくださ
い。
【例】
・公園愛護会
・自転車等放置防止推進協議会
・町のはらっぱ管理運営委員会
・子どもの遊び場管理運営委員会
・地域防災拠点運営委員会
・環境事業推進員地区協議会

14

横浜市のLED防犯灯設置の対象になら
ない箇所に防犯灯を設置する場合は補助
対象になるか。

補助対象です。

15

横浜市に寄付する前提でLED防犯灯を
設置する場合は補助対象になるか。

補助対象です。
寄付を前提とした物品の購入は事前に協議が必要ですが、町内会
でLED防犯灯を設置し横浜市に寄付する場合は、公共性が認めら
れ補助金の趣旨にも反していないので補助対象となります。
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